
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

単位時間 単位時間 単位時間 単位時間 単位時間 単位時間

年 62 単位 84 単位 単位 29 単位 単位 単位

240 人 389 人 人 100 % 4 %
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・進学者：専門学校国際理工カレッジ　ゲームクリエイター科

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

スズキハイテック株式会社、東亜トレーディング株式会社、株式会社トレック、松月産業株式会社、株式会社ジェイステップ、株式会社サンパワー、ポラリス
ホールディングス株式会社、株式会社碧雲堂ホテル＆リゾート、株式会社物語コーポレーション、株式会社ヒラノスカイサポート　他

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等におい
てその担当する教育等に従事した者であって、当該専
門課程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算
して六年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 0

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 5

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 1

 計 8

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高
度の実務の能力を有する者を想定）の数

2

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 1

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 1

0

0

うち必修単位数 62

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数 2

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数） 0

当該学科の
ホームページ

URL
https://tcc.ac.jp/course/kf/

70
■進学者数 1
■その他

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総単位数 113

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数 2

うち企業等と連携した演習の単位数

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

学生総定員 学生実員(A) 留学生数（学生実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

389

（令和7年度卒業生）

114
■地元就職者数 (F) 27
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　 75

24

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 162
■就職希望者数 (D)　　　　　： 151
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和8年5月1日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
国際的なビジネスパーソンとして活躍できるよう、高度なPCスキルと実践的なコミュニケーション能力を身に付け、日本と母国をつなぐ架け橋となる人材を育成する。
(注)本学科は、外国人留学生を対象としており、学生は全員留学生である。

学科の特徴（主な
教育内容、取得可

能な資格　等）

主な教育内容：Officeソフトの基本操作を中心としたPCスキルを習得するとともに、日本企業で活躍するために必要なビジネスマナーやビジネススキルを身に付ける。ま
た、それらを円滑に実践するために必要な日本語能力の向上を図る。
取得可能な資格：日本語ワープロ検定試験、日本漢字能力検定、実践日本語コミュニケーション検定（PJC）、日本語学力テスト、サービス接遇実務検定試験　他

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

商業実務専門課程 国際ビジネス科 平成22(2010)年度 - 平成27(2015)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

中退率

令和8年7月10日

980-0013

022-224-6501
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人日本コンピュータ学
園

昭和61年10月22日 持丸　寛一郎 宮城県仙台市青葉区花京院一丁目３番１号
980-0013

022-224-6501

東北電子専門学校 昭和51年3月31日 種田　裕一 宮城県仙台市青葉区花京院一丁目３番１号

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

商業実務

https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/
https://tcc.ac.jp/course/kf/


種別

①

③

③

③行政書士事務所さいとう 令和7年4月1日～令和9年3月31日（2年）

田澤　宏尚 サイボウズ株式会社

松川　匡史 仙台商工会議所 令和7年4月1日～令和9年3月31日（2年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育
課程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方
針

本科の教育課程の編成においては、ビジネス全般に関する総合的見識がある企業、業界団体などが委員として参画
する「教育課程編成委員会（ビジネス分野）」を設置し、職業に必要な実践的かつ専門的な能力を育成するための教育
課程の編成について組織的に取り組み、実践的職業教育の質を確保する。
委員会では、業界の人材の専門性に関する動向、地域の産業振興の方向性、今後必要となる知識や技術などを分析
し、実践的職業教育に必要な授業科目の開設や授業方法の改善の提案を行い、企業等の要請を充分に生かした教
育課程の編成に資する。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け

本科では、次の過程を経て教育課程を編成、決定する。
１．本科教員により、次年度教育課程について検討、改善案を作成する。
２．「教育課程編成委員会（ビジネス分野）」（年に２回以上開催）において、現行教育課程及び本科からの改善案につ
いて、専門的、実践的な見地から検討し、次年度教育課程に必要な授業科目の開設や授業方法の改善等の提案を行
う。
３．校長、教務部長、教務課長により編成される学内カリキュラム委員会において、２．で提案された内容を含めて総合
的に検討し、次年度教育課程を決定する。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

令和8年4月1日～令和10年3月31日（2年）

令和８年４月１日現在

名　前 所　　　属 任期

鈴木　一徳 スズキハイテック株式会社 令和7年4月1日～令和9年3月31日（2年）

齋藤　由美

東北電子専門学校　教務部長（委員長）

小林　耕平 東北電子専門学校　教務主任（副委員長）

吉澤　毅 東北電子専門学校　教務部長

岩間　宏博

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

　開催数：年2回開催　開催時期：毎年9月及び11月

海鉾　佐知恵 東北電子専門学校　学科主任

阿部　環 東北電子専門学校

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（開催日時）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

留学生を取り巻く就職環境の変化や、「技術・人文知識・国際業務」在留資格の要件厳格化、特定技能制度の拡大を
踏まえ、実践的な日本語教育の充実が必要との意見が示された。これを受け、日本語カリキュラムを見直し、JFT-
Basic（国際交流基金日本語基礎テスト）の学習内容を取り入れるとともに、特定技能評価試験を見据えた専門用語や
実践的なコミュニケーション能力、職場で必要となるビジネスマナーを学ぶ授業内容の充実を図った。

第1回　令和7年  9月10日　16:30～17:30
第2回　令和7年11月19日　16:30～17:30



ライセンス対策ⅠB
【校内】企業等からの
講師が一部の授業の
みを担当

ノーコード・ローコードツール「kintone」の実習
授業について、kintoneの開発元であるサイボ
ウズ株式会社と連携して実施しする。

サイボウズ株式会社

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

実践的かつ専門的な能力を育成するために、企業等と組織的な連携を取った実習が重要と考えている。連携するにあ
たっては、知識・技術の学修に加えて、実務を遂行するに必要なヒューマンスキルや仕事に対する意識・姿勢への「気
づき」を得ることも重視する。また、企業の選定にあたっては、実践的なアドバイスを受けて必要なスキルが修得できる
ように、現場経験豊富で幅の広い技術力と教育的見地を持った適切な指導者を派遣でき企業の指定施設で実習・演
習の指導ができる企業を選定する。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容

連携企業と取り交わした「職業教育協定書」に基づいて、1年生は「ライセンス対策ⅠB」においてサイボウズ株式会社
と連携した実習を行う。2年生は「プレゼンテーション実習ⅡB」の授業科目において、株式会社ライフブリッジと連携し
て実習を行う。具体的には、1年生においては、ノーコード・ローコードツール「kintone」の実習授業を開発元であるサイ
ボウズ株式会社との連携のもとで行い、ノーコード・ローコードツールへの理解を深め、将来、地域社会を支えるDX推
進人材としての素養を磨く。2年生においては、連携実習開始前までに学んできたオフィスアプリケーションのスキルを
活用して、日本の企業に就職し日本社会で活躍するために必要なプレゼンテーションスキルの修得、オフィスアプリ
ケーションを利用した日本語による表現技法及び情報発信能力にさらに磨きをかける。連携企業である株式会社ライ
フブリッジは、観光分野を通じて、異文化理解や共生社会、地方創生の実現に向けた情報発信や各種プロモーション
を強みの一つとしており、当該連携実習の講師となるに十分な実績を有している。そのうえで、連携科目の担当教員と
連携企業等の講師が実習前に事前の打ち合わせを行い、実習内容、学修成果の達成度を評価するための指標等に
ついて定める。その後、連携企業等の講師による指導のもと、学修成果の発表等を行う。実習修了時には、連携企業
等の講師による学修成果の評価を行う。当該評価を踏まえ、担当教員が総合的に成績評価・単位認定を行う。
※なお、実習・演習における企業等との連携科目は、令和7年度の実績と令和8年度の予定で異なる。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 企業連携の方法 科　目　概　要 連　携　企　業　等

プレゼンテーション実
習ⅡB

【校内】企業等からの
講師が一部の授業の
みを担当

PowerPointの応用とプレゼンテーション技術
について学びつつ、卒業制作展に向けた発表
課題の作成と企業連携実習を行う。

株式会社ライフブリッ
ジ



３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

学校は、教員に対する研修の必要性を把握し、その必要性に応じて研修計画を策定し、計画に基づいて研修を実施す
る。その内容として、専攻分野の実務に関する知識や技術及び授業や生徒に対する指導力等を修得させ、教員の能
力及び資質等の向上を図る。必要な場合は、他の機関や企業等と共同して又は外部の機関に委託して研修を行うこと
がある。
これらについては、「学校法人日本コンピュータ学園　教員研修規定」に定めており、この規定に基づいて研修を実施し
ている。

（２）研修等の実績

①専攻分野における実務に関する研修等

「2025年度　日本語教育学会　～多彩なライフキャリア形成と日本語教育の視点～」
内容：外国人留学生が進学や就職にとどまらず自己理解を深めつつ継続的に学び成長できるよう、日本語教育が教
育心理学や事例研究を取り入れ、自律性や主体的な意思決定を支援し、日本社会との関わり方に応じたキャリア形成
を促す方法を検討することを目的とした研修。
連携：連携企業から「日本社会で働き、継続的な学びとキャリア形成が必要」との指摘があり、変化の激しい社会に対
応できるキャリア形成支援方法と日本語教育の役割を学ぶ研修。
対象：学科教員
日時：令和7年5月24日　（オンデマンド）
講師：金子 史朗 氏 （友国際文化学院 校長）、志賀 玲子 氏 （武蔵野大学 教授）、鹿毛雅治 氏（慶應義塾大学 教授）

「第31回秘書サービス接遇教育学会研究大会」
内容：秘書実務教育・サービス接遇実務教育に関する研究および発表だけでなく、接遇教育に携わる教員間の交流を
通して学生の就職やマナー指導に役立てる知識を得るための研修。
連携：連携企業から「日本で働く際には接遇能力を持っていることが必要」との指摘があり、接遇能力の教育に関する
講演や発表を聞いて学ぶ研修。
対象：学科教員
日時：令和7年8月21日～22日
講師：宇野　全智　氏（曹洞宗総合研究センター常任研究員・曹洞宗広報委員・長野県久昌寺住職）

②指導力の修得・向上のための研修等

「心理面に着眼した学生指導のポイント」に関する研修１
内容：
　①学生指導の心得
　②学生と教員の信頼関係を築くためのポイント
　③孤立する学生への対応方法
　④学習意欲を高める工夫
　⑤学生を理解する力をつけるポイント
　⑥グループワーク実践演習
連携：　出来るだけ多くの学生が進級、卒業できるようにするためのかかわり方を考える、東北電子専門学校の教職員
向けのオリジナル研修。
対象：　全教員（非常勤含む）
日時：　令和7年4月3日
講師：　独立行政法人　労働者健康安全機構　今村　泰章 氏

「学生とのコミュニケーションの取り方」に関する研修２
内容：
　①スクールカウンセラー主催グループワーク授業の振り返り
　②クラス運営・クラス経営の重要性
　③アンガーマネジメント講習
連携：　メンタルの問題を抱える学生が増えている現状を踏まえて、教員と学生との信頼関係を構築し、どのようにして
活気ある教育効果の出るクラス運営を行っていくかを学ぶ研修を行う。
対象：　全教員
日時：　令和7年8月20日
講師：　独立行政法人　労働者健康安全機構　今村　泰章　氏



「2026年度簿記指導者セミナー　〜日商簿記検定試験の動向及び2027年度出題区分表等改定について〜」
内容：日商簿記検定試験の最新動向と、2027年度から適用される出題区分表・勘定科目表の改定内容を理解し、今
後の授業運営や資格指導に生かすことを目的とした研修。
連携：連携企業から「日本社会で働き続けるためには、変化する企業実務に対応できる知識・技能を継続的に学び、
主体的にキャリア形成を図る力が必要である」との意見を受け、2027年度の日商簿記検定改定や企業実務の最新動
向を把握するとともに、電子記録債権・電子記録債務、キャッシュレス決済など実務に即した簿記教育を学び、授業内
容や資格取得支援の充実を図るための研修。
対象：学科教員
日時：令和8年5月8日　（オンデマンド）
講師：増子 敦仁 氏 （日本商工会議所　日商検定推進アドバイザー）　など

「地方圏における外国人の状況と地方圏への定着」
内容：地方圏における外国人の受入れ状況や定着の実態、外国人が地方への定住を決める要因について学ぶため
の研修。
連携：連携企業から「外国人の就職先は都市部だけでなく地方も選んでもらえるよう工夫が必要」との指摘があり、地
方就職のメリットやキャリア形成の可能性をより具体的に伝えられるようになるための研修。
対象：学科教員
日時：令和8年8月3日
講師：塚崎　裕子氏（大正大学地域創生学部教授）

②指導力の修得・向上のための研修等

「心理面に着眼した学生指導のポイント」に関する研修２
内容：
令和７年度のカウンセリング・学生グループワーク授業を踏まえて昨年度の研修の振り返りと本校学生の傾向を加味
した研修
　①学生指導の心得
　②学生と教員の信頼関係を築くためのポイント
　③孤立する学生への対応方法
　④学習意欲を高める工夫
　⑤学生を理解する力をつけるポイント
　⑥グループワーク実践演習
連携：　出来るだけ多くの学生が進級、卒業できるようにするためのかかわり方を考える、東北電子専門学校の教職員
向けのオリジナル研修。
対象：　全教員（非常勤含む）
日時：　令和8年4月6日
講師：　独立行政法人　労働者健康安全機構　今村　泰章 氏

①専攻分野における実務に関する研修等

（３）研修等の計画



毎年実施している自己評価の評価結果について、客観性・透明性を高めるとともに、関係業界との連携協力による学
校運営の改善を図るため、卒業生及び職業実践専門課程として推薦する学科(以下、「当該学科」という。)の専攻分野
に関する業界関係者等を委員とする『学校関係者評価委員会』（以下、「委員会」という。)を設置し、学校関係者評価を
行うものとする。
委員会は、学校の重点目標、計画、自己評価等について評価し、特に当該学科については、その教育目標、育成人材
像、教育課程の編成、キャリア教育、資格取得の指導体制等について重点的に評価を行うとともに、その評価結果や
今後の改善方策についてとりまとめ、広く公表する。
学校は、これを自己評価結果とともにその後の改善方策の検討において活用し、教育活動及びその他の学校運営の
継続的な改善を行い、専修学校教育の目的に沿った質の保証・向上に資するものとする。

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

（２）学校運営

a. 目的等に沿った運営方針が策定されているか
b. 事業計画に沿った運営方針が策定されているか
c. 運営組織や意志決定機能は、明確化され、有効に機能しているか
d. 人事、給与に関する制度は整備されているか
e. 各部門の組織整備など意志決定システムは整備されているか
f. 業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備されている
か
g. 教育活動に関する情報公開が適切になされているか
h. 情報システム化等による業務の効率化が図られているか

（３）教育活動

a. 教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定されてい
るか
b. 教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえた教育機関として
の修業年限に対応した教育到達レベルや学習時間の確保は明確にさ
れているか
c. 学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか
d. キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教
育方法の工夫・開発などが実施されているか
e. 関連分野の企業・関係施設等、業界団体等との連携により、カリ
キュラムの作成・見直し等が行われているか
f. 関連分野における実践的な職業教育（産学連携によるインターン
シップ、実技・実習等）が体系的に位置づけられているか
g. 企業や専門家の意見、評価を受け、より実践的な能力を修得する
機会が整備されているか
h. 授業評価の実施・評価体制はあるか
i. 成績評価・単位認定の基準は明確になっているか
j. 資格取得の指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置づけはあ
るか
k. 必要な場合は業界と連携して、人材育成目標に向け授業を行うこと
ができる要件を備えた教員を確保しているか
l. 関連分野における先端的な知識・技能等の修得や指導力の育成な
ど、教員の資質向上のために研修等の取組が行われているか
m. 職員の能力開発のための研修等が行われているか

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１）教育理念・目的

a. 理念・目的・育成人材像は定められているか（専門分野の特性が明
確になっているか）
b. 学校における職業教育の特色を示しているか
c. 社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構想を抱いているか
d. 理念・目的・育成人材像・特色・将来構想などが生徒・保護者等に周
知されているか
e. 各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応する業界のニー
ズに向けて方向づけられているか

a. 就職率の向上が図られているか
b. 資格取得率の向上が図られているか
c. 退学率の低減が図られているか
d. 卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか
e. 卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活動の改善に
活用されているか

（４）学修成果



（８）財務

a. 中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか
b. 予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか
c. 財務について会計監査が適正に行われているか
d. 財務情報公開の体制整備はできているか

（９）法令等の遵守

a. 法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか
b. 個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか
c. 自己評価の実施と問題点の改善に努めているか
d. 自己評価結果を公開しているか

（１０）社会貢献・地域貢献

a. 学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行ってい
るか
b. 生徒のボランティア活動を奨励、支援しているか
c. 地域に対する公開講座・教育訓練（公共職業訓練等を含む）の受託
等を積極的に実施しているか

（５）学生支援

a. 進路・就職に関する支援体制は整備されているか
b. 学生相談に関する体制は整備されているか
c. 学生の経済的側面に対する支援体制は整備されているか
d. 学生の健康管理を担う組織体制はあるか
e. 課外活動に対する支援体制は整備されているか
f. 学生の生活環境への支援は行われているか
g. 保護者と適切に連携しているか
h. 卒業生への支援体制はあるか
i. 社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか
j. 高校・高等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取
組が行われているか

（６）教育環境

a. 施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されてい
るか
b. 学内外の実習施設、インターンシップ等について十分な教育体制を
整備しているか
c. 学生が自主的に学修するための環境が整備されているか
d. 防災、防犯に対する安全管理体制は整備されているか

（７）学生の受入れ募集
a. 学生募集活動は、適正に行われているか
b. 学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか
c. 学納金は妥当なものとなっているか

（１１）国際交流

a. 留学生の受入れ・派遣について戦略を持って国際交流を行っている
か
b. 受入れ・派遣、在籍管理等において適切な手続き等がとられている
か
c. 学修成果が国内外で評価される取組を行っているか
d. 学内で適切な体制が整備されているか

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）学校関係者評価結果の活用状況

委員会において職業教育のマネジメントについて議論があり、高校生の進学に際して「３つのポリシー」を重視すること
の重要性が言及された。高校生や保護者、高校教員が進学先の教育方針や求める人材像をより知りたいと考えてい
るため、これをよりオープンにする必要があるとの提案があり、これを受けて、学校ホームページの構成を見直し、「３
つのポリシー」にアクセスしやすくする工夫を加えた。また、「３つのポリシー」は教育の質向上のため、PDCAサイクル
を用いて継続的に改善していくことが重要であるとの認識が共有された。
また、退学率の低減についての議論では、学校として課題や要因を把握することが重要であるとの指摘を受けた。こ
れに基づき、退学率低減に向けた取り組みを強化するため、スクールカウンセリングの強化や学生への適切な支援方
法に関する教員研修やフォローアップを行うこととした。早期に問題点を発見し、担任だけでなく学生相談員やカウンセ
ラーなど複数の関係者が関与する対応を行うことで、退学者の減少を目指す。



種別

企業等委員

企業等委員

業界団体

企業等委員

企業等委員

卒業生

企業等委員

企業等委員

業界団体

企業等委員

企業等委員

企業等委員

業界団体

企業等委員
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角田　透 株式会社 ＪＣ－２１教育センター 令和7年4月1日～令和9年3月31日(2年)

　　　令和８年４月１日現在

名　前 所　　　属 任期

及川　芳幸 株式会社 クリエイティヴスタッフ 令和8年4月1日～令和10年3月31日(2年)

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

笠松　博 宮城県産業技術総合センター 令和8年4月1日～令和9年3月31日(1年)

川島　健太郎 株式会社 ヒノタマ 令和7年4月1日～令和9年3月31日(2年)

近江　暢道 株式会社 アルゴグラフィックス 令和8年4月1日～令和10年3月31日(2年)

小澤　賢侍 公益財団法人　画像情報教育振興協会 令和8年4月1日～令和9年3月31日(1年)

近藤　大輔 リコージャパン 株式会社 令和8年4月1日～令和10年3月31日(2年)

佐藤　富士夫 宮城県電気工事工業組合 令和8年4月1日～令和10年3月31日(2年)

菊田　正信 卒業生 令和7年4月1日～令和9年3月31日(2年)

岸浪　行雄 株式会社 東北共立 令和7年4月1日～令和9年3月31日(2年)

玉川　陽児 株式会社 サンフィールドクリエーション 令和8年4月1日～令和10年3月31日(2年)

千葉　清純 一般社団法人 宮城県建築士事務所協会 令和8年4月1日～令和10年3月31日(2年)

庄司　直人 株式会社 リード・サイン 令和8年4月1日～令和10年3月31日(2年)

鈴木　一徳 スズキハイテック株式会社 令和7年4月1日～令和9年3月31日(2年)

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
公開方法：ホームページで公開

公開時期：毎年７月中旬に更新

https://tcc.ac.jp/publish/school-evaluation/


５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状
況に関する情報を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

本校は、学校教育法、私立学校法で定められた目的を実現するための教育機関として、教育活動の活性化や学校運
営の円滑化を図るとともに、企業等との繋がりを強め、連携推進に資するために情報公開を行う。
提供する情報は、学生及び保護者、入学希望者、企業関係者等に対して、学校の教育目標・教育活動の実績・キャリ
ア教育等の教育基礎情報を始め、学校評価等の学校全体の状況に関することとする。
なお、提供に当たっては、個人情報の取扱いに留意するとともに公正な情報の表示に努めるものとする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目

ホームページ、広報誌等の刊行物、卒業制作展等学校・学科が主催するイベントで情報提供

https://tcc.ac.jp/publish/

（１０）国際連携の状況 留学生対象学科：国際ビジネス科の特徴、取得を目指す資格

（１１）その他

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（３）情報提供方法

（７）学生納付金・修学支援

初年度学費一覧、入学手続金の分割納入について、授業料等の分割
納入について、学費サポート制度（特別奨学金制度、試験特待生制
度、資格特待生制度、親族入学優遇制度、日本学生支援機構奨学
金、国の教育ローン、新聞奨学生制度、教育ローン）

（８）学校の財務 財務情報（資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表）

（９）学校評価
学校評価、自己評価、学校関係者評価、職業実践専門課程の基本情
報

（４）キャリア教育・実践的職業教育 就職指導、就職支援プログラム、各種連携・連携教育

（５）様々な教育活動・教育環境
学校行事、クラブ活動、教育施設・設備（校舎概要、主な施設・設備の
特色、主な実習設備、その他施設・設備）

（６）学生の生活支援 学生支援体制、学生寮

（１）学校の概要、目標及び計画
設置者名、学校名、所在地、連絡先、理事長名、校長名、教職員数、
学生数、教育理念、事業計画、学校の特色、沿革

（２）各学科等の教育
修業年限、募集定員、学科案内（学科の特色、取得を目指す資格、職
種、学びのステップ）、カリキュラム、入学者数、資格取得実績、卒業
者の進路

（３）教職員 教職員数、教員組織・担当科目
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1 ○ 日本語ⅠA
専門学校での学習に対応するための日本語
知識の確認とともに、日本語の各種試験を
受験するための準備を行う。

１
前

10 ○ ○ ○ ○

2 ○ 日本語ⅠB
専門的な学習に対応できる日本語力を養う
とともに日本語の各種資格試験対策も行
う。

１
後

10 ○ ○ ○ ○

3 ○ 就職対策ⅠA
留学生が日本で就職するために必要な基本
事項と履歴書やエントリーシートの書き方
などを学ぶ。

１
前

2 ○ ○ ○ 　

4 ○ 就職対策ⅠB
日本での就職活動として、求人情報の探し
方や求人票の見方、合同企業説明会へのエ
ントリーと企業との関わりを学ぶ。

１
後

2 ○ ○ ○

5 ○
キ ャ リ アデ
ザインⅠA

日本での就職筆記試験に対応できるように
広い分野の一般常識の基礎を学ぶ。

１
前

2 ○ 　○ ○

6 ○
キ ャ リ アデ
ザインⅠB

就職筆記試験や就職後の仕事に対応するた
めの一般常識の基礎と日本事情を学ぶ。

１
後

2 ○ ○ ○

7 ○
コ ン ピ ュー
タ基礎

パソコンの基本操作と日本語入力の方法、
オフィスソフトの基本的な使用方法を学
ぶ。

１
前

2 △ ○ ○ ○

8 ○
情 報 リ テラ
シー

パソコンの基礎からインターネット・電子
メールの活用方法、ネット社会におけるモ
ラルやセキュリティとAIリテラシーについ
て学ぶ。

１
後

1 △ 　○ ○ ○ ○

9 ○
プ レ ゼ ン
テ ー シ ョン
実習Ⅰ

プレゼンテーションソフトPowerPointの学
習を基礎から始め、自らの企画を要領よく
聞き手に伝える技術について学ぶ。

１
後

1 △ 　○ ○ ○ ○

10 ○
ラ イ セ ンス
対策ⅠA

オフィスソフトを使用して業務に活用でき
るように、Word、Excelの基本を学ぶ。

１
前

2 △ 　○ ○ ○ ○

11 ○
ラ イ セ ンス
対策ⅠB

ノ ー コ ー ド ・ ロ ー コ ー ド ツ ー ル
「kintone」の実習授業について、kintone
の開発元であるサイボウズ株式会社と連携
して実施しする。

１
後

1 △ 　○ ○ ○ ○ ○

授業科目等の概要

（商業実務専門課程　国際ビジネス科）令和８年度
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配
当
年
次
・
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期

授
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12 ○ CAD実習Ⅰ AutoCADの基礎的な使い方について学ぶ。
１
後

1 △ 　○ ○ ○

13 ○
ビ ジ ネ ス日
本語ⅠA

一般社会の現場で通用する場面に応じた
様々な日本語の表現を学ぶ。

１
前

2 ○ 　 ○ 　○ 　

14 ○
ビ ジ ネ ス日
本語ⅠB

ビジネスの現場で使用する場面に応じた
様々な日本語の表現を学び、実際に使える
ように訓練する。

１
後

2 ○ ○ ○

15 ○  
ビ ジ ネ スマ
ナー

日本社会で通用する社会人としての礼儀作
法や日本独特の習慣などを学ぶ。より実践
的な所作、作法について徹底指導する。

１
前

2 ○ 　 ○ 　○

16 ○
ビ ジ ネ ス文
書

ビジネス文書作成とその活用について学
び、就職活動や仕事で使うメールや送付状
などの書類について学ぶ。

１
後

2 ○ ○ ○

17 ○ 企業実務ⅠA
事務業務の基礎として電卓操作と正確なタ
イピングを学ぶ。電卓検定対策も行う。

１
前

2 ○ ○ ○

18 ○ 企業実務ⅠB
会計業務として簿記の基礎と仕訳を学ぶ。
日本社会で就労する際に必要な労務管理と
労務法規について学ぶ。

１
後

2 ○ ○ ○

19 ○
マ ー ケ ティ
ング基礎A

自由主義経済社会のマーケティングに関す
る基礎を学ぶ。

１
前

2 ○ 　 ○ 　○

20 ○
マ ー ケ ティ
ング基礎B

広告や販売促進の他、市場調査、商品開
発、価格設定、流通、販売、ブランディン
グ、顧客関係の管理について学ぶ。

１
後

2 ○ ○ ○

21 ○ 日本語ⅡA
上級レベルの日本語資格の取得を目指し、
各領域の日本語力を身につけ、試験対策を
行う。

２
前

8 ○ ○ ○ ○

22 ○ 日本語ⅡB
日本語の四技能を更に伸ばし、バランスの
良い日本語能力の習得を目指す。

２
後

8 ○ ○ ○ ○

23 ○ 就職対策ⅡA
引き続き履歴書作成を行いながら、受験企
業の研究と面接・時事問題対策を学ぶ。

２
前

2 ○ 　○ ○ 　

24 ○ 就職対策ⅡB
受験企業の研究と面接・時事問題対策を学
びつつ、さらに就労ビザ変更に必要な資料
作成について学ぶ。

２
後

2 ○ ○ ○

25 ○
キ ャ リ アデ
ザインⅡA

日本での就職筆記試験に対応できるように
広い分野の一般常識を学び、試験に対応で
きるようにする。

２
前

2 ○ 　○ ○

26 ○
キ ャ リ アデ
ザインⅡB

就職筆記試験に対応するための作文や適性
試験対策に加え、グループディスカッショ
ンについても学ぶ。

２
後

2 ○ ○ ○

27 ○
ラ イ セ ンス
対策ⅡA

Wordでの応用として文書作成の効率化や高
度な編集を学びながら、各種試験対策を行
う。

２
前

1 △ ○ ○ ○ ○



28 ○
ラ イ セ ンス
対策ⅡB

Excelの応用としてデータの整理、分析、
業務の自動化できるように関数を学びなが
ら、各種試験対策を行う。

２
後

1 △ ○ ○ ○ ○

29 ○ CAD実習ⅡA
CAD演習Iで学んだことをベースに、より実
践的なAutoCADの使い方について学ぶ。

２
前

1 △ ○ ○ ○

30 ○ CAD実習ⅡB
AutoCADの応用として効率的な設計や製図
作成について学ぶ。

２
後

1 △ ○ ○ ○

31 ○
プ レ ゼ ン
テ ー シ ョン
実習ⅡA

PowerPointの応用とプレゼンテーション技
術について学び。個人及びグループによる
プレゼンテーションを実践する。

２
前

1 △ ○ ○ ○

32 ○
プ レ ゼ ン
テ ー シ ョン
実習ⅡB

これまで習得したプレゼンテーション技術
を活かし、卒業制作展に向けた発表課題の
作成と企業連携実習を行う。

２
後

1 △ ○ ○ ○ ○

33 ○
ビ ジ ネ ス日
本語ⅡA

面接時に必要な所作や就職活動に必要な日
本語を学び、就職試験で実践できるように
訓練する。

２
前

2 ○ 　 ○ ○

34 ○
ビ ジ ネ ス日
本語ⅡB

就職試験内定後手続きとして、就労ビザ申
請に必要な資料作成について学ぶ。

２
後

2 ○ ○ ○

35 ○ 企業実務ⅡA
簿記会計の基本を学びつつ、帳簿や伝票に
ついて学ぶ。簿記検定対策も行う。

２
前

2 ○ 　○ ○

36 ○ 企業実務ⅡB
原価の流れやCVP分析、予算実績差異分析
など、原価計算の基礎を学ぶ。また、原価
計算検定対策も行う。

２
後

2 ○ ○ ○

37 ○
オ フ ィ スア
プ リ ケ ー
ションA

Word、Excelの基本的な操作について学
ぶ。

２
前

1 △ ○ ○ ○

38 ○
オ フ ィ スア
プ リ ケ ー
ションB

Word、Excelの実践的な操作について学
び、業務効率やデータ活用ができるように
訓練する。

２
後

1 △ ○ ○ ○

39 ○
ビ ジ ネ ス実
務A

日本社会で必要なコミュニケーションスキ
ルや接遇技術を学ぶ。

２
前

2 ○ ○ ○

40 ○
ビ ジ ネ ス実
務B

コミュニケーション検定や秘書検定、サー
ビス接遇検定の対策を行う。

２
後

2 ○ ○ ○

41 ○
マ ー ケ ティ
ング応用

マーケティングIでの基礎をもとにさらに
流通や取引、生産・品質管理、工程管理、
在庫管理などの実践的な知識を学ぶ。

２
前

2 ○ 　○ ○

42 ○ 貿易実務
国際貿易の事務処理、資本取引や貿易取引
の制限など実践的な知識を学ぶ。また、日
本、母国における起業についても学ぶ。

２
後

2 ○ ○ ○

43 ○
Webシステム
構築A

Webページ作成の基本を学び、HTMLやCSSを
用いてWebページを作成する。

２
前

1 △ ○ ○ 　 ○



44 ○
Webシステム
構築B

目的や条件に合った様々な機能を持つWeb
ページを作成する。

２
後

1 △ ○ ○ 　 ○

45 ○
プ ロ グ ラミ
ング言語A

オブジェクト指向言語でプログラミングの
基礎を学ぶ。スレッドやネットワーク処理
について学ぶ。

２
前

2 △ ○ ○ ○

46 ○
プ ロ グ ラミ
ング言語B

引き続きプログラミングの知識を学びつ
つ、システム開発について学ぶ。

２
後

2 △ ○ ○ ○

47 ○
ボ ラ ン ティ
ア活動

校内外におけるボランティア活動を行う。

１
後
２
後

1 ○ ○ ○

48 ○
CG ア プ リ
ケ ー シ ョン
入門

３次元CGの初歩的な制作方法を実習する。

１
後
２
後

1 ○ ○ ○

49 ○ 英会話基礎 日常英会話の基礎を学ぶ。

１
後
２
後

1 ○ ○ ○

50 ○
コ ミ ュ ニ
ケ ー シ ョン
スキル講座

円滑な対人関係、組織の活性化、および、
良いコミュニケーションに必要な「話す」
「聞く」といった知識と能力を身につけ
る。

１
後
２
後

1 ○ ○ ○

51 ○
就 職 作 文対
策

就職試験で出題されることが多い作文につ
いて、基礎的な書き方やコツなどを学ぶ。

１
後
２
後

1 ○ ○ ○

52 ○
経 営 と ビジ
ネス

技術者にも必要な会社における会計の基本
と経営との関係について学ぶ。

１
後
２
後

1 ○ ○ ○

53 ○
実 践 カ ラー
コ ー デ ィ
ネート

配色調和、色彩心理などカラーコーディ
ネートの知識を基に、対象別の実践的配色
技法を習得する。

１
後
２
後

1 ○ ○ ○

　ビジネス専攻４２科目、IT専攻４０科目合計 単位時間(    ６２単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

卒業要件：2年間で62単位以上履修していること、かつ履修すべき全科目の評定が合格
していること。
履修方法：必修科目は全科目を履修すること。

１学年の学期区分 ２期

１学期の授業期間 １５週

（留意事項）
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